職場つみたてＮＩＳＡ　利用規約
（つみたてＮＩＳＡ口座用 口座振替方式）（奨励金あり）
（目的）
第1条 本規約は、職場つみたてＮＩＳＡ（以下「本制度」という。）を、当社の役職員（以下「役職員」という。）の自助努力による計画的な資産形成を支援する制度と位置づけ、本制度を通じて、役職員の生活の安定と将来への備えの充実を図り、ライフサイクル（子女の教育、住宅購入、老後の生活等）への対応力を向上せしめることにより、福利厚生を増進することを目的とする。
（制度）
第2条 本制度は、前条の目的を実現するために、租税特別措置法に基づく少額投資非課税制度（以下「ＮＩＳＡ制度」という。）を活用した、次のいずれかの方法により行う。
(1) つみたてNISA口座での定時定額購入取引（2023年中）
(2) NISA口座のつみたて投資枠での定時定額購入取引（2024年以降）

２ 本制度は、前項に定める原則のほか、役職員が課税取引により本制度外で別途資産形成を行うことを妨げない。
（制度運営の委託）
第３条 当社は、本規約に基づく本制度の運営業務を以下のＮＩＳＡ取扱業者に委託する。
名　称 株式会社群馬銀行
所在地 群馬県前橋市元総社町194
２ 株式会社群馬銀行（以下、「群馬銀行」という。）は、①証券振替決済口座管理規定、②特定口座規定、③特定口座に係る上場株式配当等受領委任に関する規定、④「ぐんぎん積立投信」取扱規定、⑤累積（自動けいぞく）投資規定、⑥非課税上場株式等管理及び非課税累積投資に関する規定に基づき、役職員等と投資信託の定時定額取引契約を締結し、当該約款及び関係法令・諸規則に従い、以下の各号に掲げる業務をはじめとした本制度の運営業務を行う。
（1）運用対象となる投資信託商品の選定
（2）群馬銀行との間で投資信託の定時定額取引契約を締結している役職員（以下、「利用者」という。）が行った注文の受注、執行の取扱い及びあらかじめ指定する金額（以下、「振替金額」という。）の口座振替業務
（3）利用者に対する取引履歴、資産残高等の通知
（4）利用者に対する投資教育（ライフプラン、NISA制度、資産形成の目的、長期・分散・積立投資の効果、商品の特性・リスク・その他重要事項等に関する情報提供等）
（5）その他本制度に付随する業務
（ＮＩＳＡ取扱業者の確認）
第４条 当社は、もっぱら利用者の利益の観点から、本制度の運営業務を受託する能力等を具備しているかについて適切な確認を行った上で群馬銀行に本制度の運営を委託するものとする。
（利用者の資格）
第５条 本制度の対象者は、満18歳以上かつ当社から給与や賞与等の名目で定期的に報酬を得ている者で、以下の各号に掲げる者とする。
（1）取締役、監査役等
（2）従業員（当社と労働契約を締結する者をいい、正社員・期間社員・臨時社員、雇用契約・嘱託契約の別を問わない。）
（申込）
第６条 本制度の利用を希望する役職員等は、第１2条に規定する群馬銀行が定める投資教育を受講のうえ、所定の申込書を、所定の方法により群馬銀行に提出後、群馬銀行に直接ＮＩＳＡ口座（少額投資非課税制度が適用される口座を言う。以下同じ。）の開設及び投資信託の定時定額購入取引を申込むものとする。
（金銭の払込み）
第７条 振替金額は、群馬銀行が定める範囲で利用者が任意に指定する金額とし、利用者は、利用者の個人口座から口座振替の方法により払込むものとする。
２ ＮＩＳＡ口座の非課税投資枠を超える買付がなされた場合には、課税での投資として扱われるものとする。なお、課税による投資の場合は本制度の対象外となる。
（変更等の手続き）
第８条 当社は、本制度の利用者の追加、定時定額購入の停止等変更がある場合は、次条に定めるとおり、都度群馬銀行に報告する。
（利用者の管理、報告及び個人情報の取扱いについて）
第９条　当社は、役職員からの本制度の申込みに基づき、氏名・住所・生年月日・投資教育受講日等の管理を行う。
２ 当社は前項に基づき管理する利用者の情報（以下、「利用者情報」という。）について、定時定額購入の追加・停止等変更の都度、群馬銀行に報告する。
３ 利用者は、本規約に基づき、当社及び群馬銀行が利用者情報を共有し、本制度の適切な運営においてのみ使用することに同意する。
（奨励金）
第１０条 当社は、群馬銀行から提供される利用者の積立実績により、利用者の第７条第１項に基づく買付実績（ＮＩＳＡ口座による定時定額取引での買付）を確認したうえで、別途定める奨励金を計算し、利用者に対して付与するものとする。
２　利用者は、前項の奨励金の金額算出を目的として、当社が群馬銀行から利用者の買付銘柄とその数量および金額等の取引情報（なお、既につみたてNISAを申込みしている場合は、その積立実績も対象）を取得することに同意する。
（運用商品の選択・変更、買付の停止）
第１1条 本制度による運用対象となる金融商品は、群馬銀行が選定した投資信託商品のうち、定時定額取引が出来る商品に限定するものとする。
2 利用者は、第６条に規定する申込に際して、前項に規定する投資信託の中から運用商品を選択するものとする。
3 利用者は、運用商品の追加、変更または買付の停止等を希望する場合には、群馬銀行に直接申し出るものとする。
（投資教育）
第１2条 本制度の利用を希望する役職員は、第６条に規定する申込に際して、群馬銀行が定める投資教育（群馬銀行が開催する職域セミナーの受講、または、群馬銀行が配信する投資教育動画の視聴等）を受けるものとする。また、利用者は、本制度の利用期間中、当社が定める投資教育を継続して受けるものとする。
（自己責任）
第１3条 利用者は、本制度の利用にあたっての、投資判断、運用商品の選択、振替金額の設定、取引履歴・資産残高の確認及び群馬銀行から提供を受ける情報の採否等については、利用者本人の自己責任のもとで行うものとする。
（資産形成目的の対象と目的外売却の制限）
第１4条 本制度は、第１条に規定するライフサイクル（子女の教育、住宅取得、老後の生活等）への対応力を向上させることにより、役職員等の福利厚生の増進を図ることを目的とするものであり、利用者は、当該目的に適合しない資産の売却・取崩し等の行為は、原則として行わないものとする。
以上
